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1.  平成25年3月期の連結業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期 19,556 △25.0 1,502 611.8 1,485 931.3 241 ―
24年3月期 26,075 △17.9 211 ― 144 ― △423 ―

（注）包括利益 25年3月期 1,355百万円 （―％） 24年3月期 △189百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年3月期 0.83 ― 3.2 16.7 7.7
24年3月期 △1.46 ― △5.5 1.6 0.8

（参考） 持分法投資損益 25年3月期  ―百万円 24年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期 9,144 7,819 85.3 26.92
24年3月期 8,623 7,565 87.6 26.09

（参考） 自己資本   25年3月期  7,797百万円 24年3月期  7,556百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

25年3月期 959 △170 246 3,456
24年3月期 1,031 △451 △99 2,421

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
25年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
26年3月期(予想) ― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3. 平成26年 3月期の連結業績予想（平成25年 4月 1日～平成26年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 12,600 33.4 1,100 33.0 1,100 29.3 700 219.6 2.42
通期 24,600 25.8 1,200 △20.1 1,100 △25.9 660 173.9 2.28



※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 有
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年3月期 289,747,982 株 24年3月期 289,747,982 株
② 期末自己株式数 25年3月期 88,508 株 24年3月期 88,158 株
③ 期中平均株式数 25年3月期 289,659,770 株 24年3月期 289,659,911 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成25年3月期の個別業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期 16,843 △29.8 376 ― 383 ― 241 ―
24年3月期 24,004 △20.0 △101 ― △140 ― △423 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

25年3月期 0.83 ―
24年3月期 △1.46 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期 8,785 7,797 88.8 26.92
24年3月期 8,409 7,556 89.9 26.09

（参考） 自己資本 25年3月期  7,797百万円 24年3月期  7,556百万円

2. 平成26年 3月期の個別業績予想（平成25年 4月 1日～平成26年 3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、連結財務諸表に対する監査手続が実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 （将来に関する記述等についてのご注意） 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その
達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及
び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料Ｐ．２「１．経営成績・財政状態に関する分析（1）経営成績に関する分析」をご覧ください。 

売上高 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純利

益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 10,700 34.6 80 △61.7 70 △68.0 0.24
通期 21,700 28.8 30 △92.2 10 △95.9 0.03
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(1）経営成績に関する分析 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、昨年末の政権交代を機に円高是正や株価上昇などの動きから景気回復への

期待が高まりつつあるものの、欧州債務危機や世界経済の減速、原材料の高騰等、先行きは依然として不透明な状況

にあります。 

 このような経済状況のもと、当社グループ（当社及び連結子会社）は貴金属市況において、米国の金融緩和政策継

続への期待感や、世界情勢などのリスク回避の動きが高まったことにより上昇基調で推移していたものの、金原料の

集荷量が当初見込みを大幅に下回ったことから売上高は減少いたしました。不動産市況においては、低金利の継続や

税制等の政策支援により、住宅購入環境に改善の兆しがみられるものの、資金調達環境の改善の兆しは見られず、依

然厳しい環境のもと推移いたしました。機械事業においては、アジアをはじめとする新興国及び北米市場は堅調に推

移したものの、欧州や中国市場を始め世界経済減速の余波を受け、需要減が影響し厳しい受注環境のもと推移いたし

ました。投資事業においては、金先物価格の上昇により運用益を計上したことが寄与し好調に推移いたしました。 

 この結果、当連結会計年度の売上高は19,556,218千円（前年同期26,075,845千円 25.0％減）、営業損益は

1,502,380千円の利益（前年同期は211,306千円の利益）、経常損益は1,485,816千円の利益（前年同期は144,570千円

の利益）、当期純損益は241,607千円の利益（前年同期は423,506千円の損失）となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。  

 貴金属事業におきましては、金・プラチナ等の貴金属価格が、世界的な金融緩和観測を背景に上昇基調で推移した

ものの、金生産能力に見合った原料集荷量が当初見込みを下回り、金生産量および売上高が減少したことから、業績

は低調に推移いたしました。 

 この結果、売上高は14,234,920千円（前年同期22,544,143千円）、営業損益は196,937千円の損失（前年同期

193,423千円の利益）となりました。 

 宝飾事業におきましては、ダイヤモンドや宝飾品の仕入、販売を行っており、売上高は1,147,285千円(前年同期

1,113,248千円)、営業損益は92,586千円の損失(前年同期62,924千円の損失)となりました。 

 不動産事業におきましては、低金利の継続と税制等の政策支援により、一部で在庫調整が進捗するなど好転の兆し

が見られる他、ビル賃貸市場では、都内オフィスビルの需要増に伴う空室率の低下等、回復の兆しが見られるもの

の、当社を取り巻く環境は、資金調達環境に改善の兆しが見られず、業績は低調に推移いたしました。  

 この結果、売上高は357,922千円（前年同期173,621千円）、営業損益は34,578千円の損失（前年同期52,278千円の

損失）となりました。  

 機械事業におきましては、中国市場の景気減速や欧州市場における設備投資意欲の減速が影響し、業績は低調に推

移いたしました。 

 この結果、売上高は1,539,982千円（前年同期1,755,303千円）、営業損益は49,993千円の損失（前年同期256千円

の利益）となりました。  

 投資事業におきましては、東京証券取引所東京金先物に投資を行っており、営業損益は2,252,455千円の利益（前

年同期465,776千円の利益）となりました。  

  

 次期の見通しにつきましては、米国経済の回復や昨今の円高是正や株式市場の上昇に伴い、持ち直しの動きに転じ

ると見込まれるものの、長引く欧州債務危機問題や新興国経済の成長鈍化等、引続き予断を許さない状況が続くもの

と思われます。  

 そのような状況のもと、当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、市場の変化に対応し、グループとしての強

化と成長を実現すべく、収益力向上を図ってまいります。 

 貴金属事業は、東京工場において、生産効率の高い最新の金精製回収設備により金地金は月産1,000キログラムの

生産体制、月産20キログラムのプラチナ生産体制をそれぞれ整えております。また、営業拠点は、全国13支店の営業

体制を構築しております。これにより営業力の強化を図り、設備に見合う原料集荷、安定操業の維持に努め、収益の

確保に注力してまいります。 

 宝飾事業は、ダイヤモンドの仕入、卸売りを目的とした銀座、御徒町支店の他、香港をはじめ国内外の幅広い顧客

ニーズに対応した積極的な営業活動ならびに商品開発に取組んでまいります。  

 不動産事業は、低金利の継続や政府の政策支援により、住宅購入環境に改善の兆しが見られます。ビル賃貸市場で

は、テナント移転の活発化に伴い、都内オフィスビルの空室率の低下が見込まれるものの、雇用悪化に影響し需要が

伸び悩む可能性が懸念されます。こうした状況のもと、市場や事業を取巻く市場の変化に対応し収益力の強化を図っ

てまいります。 

 機械事業は、工作機械の需要は、米国経済に回復の兆しが見られ、中国及び新興国の経済成長に伴い持ち直しの動

きに転じると見込まれます。また、設備投資減税政策等により設備投資需要が見込まれることから回復が期待される

ものと見込まれます。こうした中、中古工作機械、鈑金機械等の仕入販売の強化を既存店舗の効率化、在庫の適正化

等を行い、収益力の増大に努めてまいります。 

 投資事業は、有利で安定した運用を基本とし、投資等を行い収益の確保を目指してまいります。 

 なお、平成26年３月期の連結業績につきましては、売上高は24,600,000千円、経常利益は1,100,000千円、当期純

利益は660,000千円を見込んでおります。 

１．経営成績・財政状態に関する分析



(2）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

（流動資産） 

 当連結会計年度末における流動資産の残高は、前連結会計年度末より569,243千円増加し、当連結会計年度末は、

5,911,903千円となりました。 

 増加の主なものは、現金及び預金の増加（2,421,444千円から3,456,377千円へ1,034,932千円の増加）でありま

す。 

 減少の主なものは、販売用不動産の減少（480,244千円から297,611千円へ182,632千円の減少）、貸付商品の減少

（872,210千円から679,348千円へ192,861千円の減少）であります。 

（固定資産） 

 当連結会計年度末における固定資産の残高は、前連結会計年度末より48,510千円減少し、当連結会計年度末は、

3,232,819千円となりました。 

（流動負債） 

 当連結会計年度末における流動負債の残高は、前連結会計年度末より53,660千円減少し、当連結会計年度末は、

281,766千円となりました。 

 減少の主なものは、関係会社短期借入金の減少（55,000千円の減少）であります。 

（固定負債） 

 当連結会計年度末における固定負債の残高は、前連結会計年度末より321,219千円増加し、当連結会計年度末は、

1,043,885千円となりました。 

 増加の主なものは、長期借入金の増加（472,209千円から808,020千円へ335,810千円の増加）であります。 

（純資産） 

 当連結会計年度末における純資産の残高は、前連結会計年度末より253,172千円増加し、当連結会計年度末は、

7,819,071千円となりました。 

 増加の主なものは、利益剰余金の増加（△5,195,035千円から△4,953,428千円へ241,607千円の増加）でありま

す。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物は、税金等調整前当期純利益1,407,370千円等による増加があったこ

とから前連結会計年度末に比べ1,034,932千円増加し3,456,377千円となっております。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は959,096千円（前連結会計年度は1,031,588千円の獲得）となりました。これは主に

少数株主損益の減少額1,102,351千円等があったものの、税金等調整前当期純利益1,407,370千円等による増加があっ

たことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は170,450千円（前連結会計年度は451,097千円の使用）となりました。これは主に有

形固定資産の取得による支出174,191千円等の資金の減少があったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は246,286千円（前連結会計年度は99,830千円の使用）となりました。これは主に長

期借入金の返済による支出118,702千円等による資金の減少があったものの、長期借入れによる収入420,000千円によ

る増加があったことによるものであります。 

 当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 



自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

（注１）各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定

した配当を継続して実施していくことを基本としております。 

 当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

 これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

 当事業年度の配当につきましては、大変不本意ではありますが、配当を見送ることといたしました。 

 内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、今まで以上にコスト競争力を高め、

市場ニーズに応える技術・製造開発体制を強化し、さらにはグローバル戦略の展開を図るために有効投資してまいり

たいと考えております。 

 当社は、「取締役会の決議により、毎年9月30日を基準日として、中間配当を行うことができる」旨を定款に定め

ております。 

(4）事業等のリスク 

①製品等の価格変動について 

 当社グループの貴金属事業の製品は、金、銀、白金、パラジウム等貴金属地金で国際市況商品であります。市場価

格は国際商品市況（非鉄金属相場）及び為替相場の影響を大きく受けております。そのため市場価格の変動は当社グ

ループの業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 

 当社グループの不動産事業の販売価格は、景気、金利、販売価格等の動向や住宅税制等の影響を受けやすいため、

これらの動向により当社グループの業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 

②先物取引相場の変動について  

 当社グループの投資事業は、主に金現物先物取引を行っております。投資対象の相場動向により大きな影響を受け

るため、市況によっては投資額を大きく下回り、当社グループの業績及び財政状態に影響を与える可能性がありま

す。 

③貸付商品の回収リスクについて 

 当社グループの貴金属事業は、一部の取引先に対して金地金商品の貸付債権を有しております。当該債権について

は、常に与信先の財政状況を把握する等、与信管理には細心の注意を払っておりますが、取引先の急激な経営の悪化

等により当該債権の回収リスクが顕著化した場合、当社の財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

④金利動向の変動について  

 当社グループの不動産事業は、購買者の需要動向が金利の動向により大きな影響を受けるため、市場金利の変動が

当社グループの業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 

⑤法的規制について 

 当社グループの貴金属事業は、環境関連法令に基づき、大気、排水、土壌、地下水等の汚染防止に努め、また、休

廃止鉱山については、鉱山保安法に基づき、坑廃水による水質汚濁の防止や堆積場の安全管理等、鉱害防止に努めて

おりますが、関連法令の改正等によっては、当社グループにおいて新たな設備投資や費用負担が発生する可能性があ

ります。 

 当社グループの不動産事業は、国土利用計画法、宅地建物取引業法、建築基準法、都市計画法、建設業法、建築士

法、借地借家法、建物の区分所有等に関する法律、消防法、住宅の品質確保に関する法律、マンションの管理の適正

化の推進に関する法律等による法的規制を受けております。これらの関連法令の改正等によっては、当社グループの

業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。当社グループは不動産業者として、「宅地建物取引業法」に基

づく免許を受け、不動産販売及び不動産賃貸等の事業を行っております。 

⑥財務制限条項について 

 当社グループの借入金の一部に財務制限条項が付されており、純資産額の下限が定められております。万一、当社

の業績が悪化し、当該財務制限条項に抵触した場合には、期限の利益を喪失し、当社グループの財政状態及び経営成

績に悪影響を及びす可能性があります。 

  平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期 

自己資本比率（％）  89.4  85.3  87.6  85.3

時価ベースの自己資本比率（％）  115.0  99.1  73.9  101.4



 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（中外鉱業株式会社）、子会社４社により構成されており、貴金

属事業、宝飾事業、不動産事業、機械事業、投資事業を主たる業務としております。  

（1）貴金属事業  当社が貴金属・美術品・宝飾品の販売、金・銀・白金・パラジウム等の生産、販売、含金銀非鉄貴

貴金属の仕入販売等を行っております。 

（2）宝飾事業   当社がダイヤモンド・宝飾品等の仕入販売を行っております。  

（3）不動産事業  当社及び子会社㈱インテックスが分譲・賃貸マンション事業、不動産の売買、仲介、賃貸及び管理

並びに企画開発等を行っております。 

（4）機械事業   子会社㈱インテックスが中古工作機械・鈑金機械等の仕入、販売を行っております。 

（5）投資事業   当社及び子会社㈱インテックス並びにＣＲ任意組合、ＩＲ任意組合が有価証券の保有、売買、運用

その他の投資を行っております。  

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

 

 ※１ 連結子会社 

 ※２ 非連結子会社  

  

２．企業集団の状況



(1）会社の経営の基本方針 

 当社グループは、歴史ある貴金属事業（リサイクル事業）、国内トップクラスの地位をしめる中古工作機械事業及

び不動産事業を含めた本業に経営の重心を置き、収益性を重視した経営を目指します。また、「常在戦場」の意識を

徹底させ会社の活性化を図り、収益力の向上を目指します。本業重視の経営を行い配当可能利益を生み出す収益体質

の確立を目指します。 

(2）目標とする経営指標 

 当社は、生産性の向上及びコスト削減による業績の向上により株主価値を高め、株主資本利益率の向上を図ること

を第一の目標としております。 

(3）中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題 

 わが国を取り巻く経済情勢は、東日本大震災からの復興需要や政権交代に伴い、金融緩和をはじめとした大胆な経

済財政運営に対する期待感から、行き過ぎた円高が修正され株価が大幅に上昇する等、景気の回復が見込まれると予

測しておりますが、欧州金融不安による世界経済の減速懸念や新興国経済の成長鈍化等、景気の下振れリスクも懸念

されております。 

 このような状況の下、「常在戦場」の意識を徹底させ会社の活性化を図り、収益力の向上を目指します。  

 貴金属事業は、東京工場（東京都大田区）において、月産1,000キログラムの金生産体制、月産20キログラムのプ

ラチナ生産体制を整えております。営業拠点は、全国13支店の体制を整え、金・プラチナ等の原料集荷ならびに貴金

属原料の仕入販売を行っております。新興国等の景気回復を背景とした貴金属の需要増加が見込まれております。貴

金属リサイクル事業は今後ますます重要になると考えられることから、営業力を強化し、幅広い顧客ニーズに対応し

た積極的な営業活動や商品開発に取組んでまいります。 

 不動産事業は、不動産価格に底打ちの兆候がみられ、低金利の継続や平成24年度の税制改正等により住宅市場は回

復基調に推移すると思われます。ビル賃貸事業においても都内オフィスビルの需要増加に伴う空室率の低下等回復の

兆しが見えております。こうした中、資金調達環境の改善の依然厳しい状況の下、当社保有の都心物件の有効活用に

加え、積極的に優良物件の新規取得を行い、収益力の強化を図ってまいります。 

 機械事業は、中古工作機械、鈑金機械等の仕入販売を中心としたビジネスモデルを構築しており、現在は全国５支

店の体制を整えております。 

 工作機械の需要は、中国経済の減速や長期化する欧州の低迷等のによる懸念材料はあるものの、足下の円高修正、

好調な米国経済等が下支えとなり回復が期待されるものと見込まれます。こうした中、営業力の強化を行い、優位な

仕入販売ができるよう情報の収集に注力してまいります。 

 投資事業は、東京商品取引所東京金先物に投資を行っており、今後も収益の確保を目指してまいります。 

(4）その他、会社の経営上重要な事項 

 該当事項はありません。 

  

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,421,444 3,456,377

売掛金 47,630 16,072

有価証券 ※2  4,000 －

商品及び製品 734,942 571,112

仕掛品 140,801 141,608

原材料及び貯蔵品 24,852 38,915

販売用不動産 480,244 297,611

仕掛不動産 275,524 369,285

貸付商品 872,210 679,348

預け金 279,687 200,300

デリバティブ債権 － 30,552

その他 61,320 110,719

流動資産合計 5,342,660 5,911,903

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※2  1,167,644 ※2  1,143,637

減価償却累計額 △268,401 △345,301

建物及び構築物（純額） 899,242 798,336

機械装置及び運搬具 563,365 570,066

減価償却累計額 △340,519 △375,180

機械装置及び運搬具（純額） 222,846 194,886

土地 ※2  1,472,845 ※2  1,550,882

建設仮勘定 － 19,352

その他 114,378 121,781

減価償却累計額 △71,973 △91,541

その他（純額） 42,404 30,239

有形固定資産合計 2,637,339 2,593,697

無形固定資産   

地上権 365,000 365,000

その他 5,781 1,865

無形固定資産合計 370,781 366,865

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  101,946 ※1  101,946

出資金 9,205 9,205

長期未収入金 487,019 487,019

敷金及び保証金 150,544 149,582

その他 11,513 11,523

貸倒引当金 △487,019 △487,019

投資その他の資産合計 273,209 272,257

固定資産合計 3,281,330 3,232,819

資産合計 8,623,990 9,144,723



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 3,069 3,228

関係会社短期借入金 55,000 －

1年内返済予定の長期借入金 ※2  182,768 ※2  148,255

未払金 34,904 46,401

未払法人税等 36,920 50,070

デリバティブ債務 － 6,927

その他 22,764 26,883

流動負債合計 335,426 281,766

固定負債   

長期借入金 ※2  472,209 ※2  808,020

長期未払金 59,909 9,000

金属鉱業等鉱害防止引当金 7,033 7,033

預り敷金保証金 10,103 23,291

繰延税金負債 － 19,200

資産除去債務 173,409 177,339

固定負債合計 722,665 1,043,885

負債合計 1,058,091 1,325,651

純資産の部   

株主資本   

資本金 12,782,064 12,782,064

利益剰余金 △5,195,035 △4,953,428

自己株式 △30,930 △30,941

株主資本合計 7,556,098 7,797,695

少数株主持分 9,800 21,376

純資産合計 7,565,898 7,819,071

負債純資産合計 8,623,990 9,144,723



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高 26,075,845 19,556,218

売上原価 ※1  24,486,597 ※1  16,659,556

売上総利益 1,589,247 2,896,661

販売費及び一般管理費 ※2, ※3  1,377,941 ※2, ※3  1,394,281

営業利益 211,306 1,502,380

営業外収益   

受取利息 202 193

国庫補助金収入 10,066 71,033

その他 3,995 9,591

営業外収益合計 14,264 80,818

営業外費用   

支払利息 11,691 13,928

休山管理費 67,467 82,938

その他 1,840 514

営業外費用合計 80,999 97,381

経常利益 144,570 1,485,816

特別利益   

債務保証損失引当金戻入額 15,896 －

固定資産売却益 ※4  13 ※4  156

特別利益合計 15,910 156

特別損失   

固定資産除却損 ※5  5,654 －

貸倒引当金繰入額 15,896 －

減損損失 ※6  307,409 ※6  78,602

特別損失合計 328,960 78,602

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△168,479 1,407,370

法人税、住民税及び事業税 20,531 32,634

法人税等調整額 － 19,200

法人税等合計 20,531 51,835

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

△189,010 1,355,535

少数株主利益 234,496 1,113,927

当期純利益又は当期純損失（△） △423,506 241,607



（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

△189,010 1,355,535

包括利益 △189,010 1,355,535

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 △423,506 241,607

少数株主に係る包括利益 234,496 1,113,927



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 12,782,064 12,782,064

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,782,064 12,782,064

利益剰余金   

当期首残高 △4,771,529 △5,195,035

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △423,506 241,607

当期変動額合計 △423,506 241,607

当期末残高 △5,195,035 △4,953,428

自己株式   

当期首残高 △30,916 △30,930

当期変動額   

自己株式の取得 △14 △10

当期変動額合計 △14 △10

当期末残高 △30,930 △30,941

株主資本合計   

当期首残高 7,979,619 7,556,098

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △423,506 241,607

自己株式の取得 △14 △10

当期変動額合計 △423,520 241,596

当期末残高 7,556,098 7,797,695

少数株主持分   

当期首残高 △13,695 9,800

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 23,495 11,576

当期変動額合計 23,495 11,576

当期末残高 9,800 21,376

純資産合計   

当期首残高 7,965,924 7,565,898

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △423,506 241,607

自己株式の取得 △14 △10

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 23,495 11,576

当期変動額合計 △400,025 253,172

当期末残高 7,565,898 7,819,071



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

△168,479 1,407,370

減価償却費 163,546 154,793

貸倒引当金の増減額（△は減少） 15,896 －

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） △15,896 －

受取利息及び受取配当金 △202 △194

支払利息 11,691 13,928

補助金収入 － △71,033

有形固定資産売却損益（△は益） △13 △156

有形固定資産除却損 5,654 －

減損損失 307,409 78,602

少数株主損益（△は益） △211,000 △1,102,351

売上債権の増減額（△は増加） 1,084,720 31,558

たな卸資産の増減額（△は増加） 79,117 237,832

貸付商品の増減額（△は増加） △872,210 192,861

仕入債務の増減額（△は減少） △7,566 158

未払金の増減額（△は減少） △9,082 △2,268

デリバティブ債権の増減額（△は増加） 141,360 △30,552

デリバティブ債務の増減額（△は減少） △189,310 6,927

長期未払金の増減額（△は減少） △10,002 △50,909

預け金の増減額（△は増加） 719,141 79,387

その他 17,223 △24,942

小計 1,061,995 921,013

利息及び配当金の受取額 195 194

利息の支払額 △10,838 △12,613

補助金の受取額 － 71,033

法人税等の支払額 △19,764 △20,531

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,031,588 959,096

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △434,702 △174,191

有形固定資産の売却による収入 13 61

投資有価証券の償還による収入 － 4,000

無形固定資産の取得による支出 △803 －

短期貸付金の回収による収入 5,000 －

長期未収入金の増加による支出 △15,896 －

敷金保証金の増加による支出 △5,996 △1,663

敷金保証金の減少による収入 1,286 1,343

投資活動によるキャッシュ・フロー △451,097 △170,450



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 80,000 －

短期借入金の返済による支出 △25,000 △55,000

長期借入れによる収入 － 420,000

長期借入金の返済による支出 △154,816 △118,702

自己株式の取得による支出 △14 △10

財務活動によるキャッシュ・フロー △99,830 246,286

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 480,659 1,034,932

現金及び現金同等物の期首残高 1,940,784 2,421,444

現金及び現金同等物の期末残高 ※  2,421,444 ※  3,456,377



 該当事項はありません。  

   

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数  ３社 

連結子会社の名称 

 ㈱インテックス 

 ＣＲ任意組合 

 ＩＲ任意組合   

(2）主要な非連結子会社の名称等 

 ㈱キャリアメイト 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて小規模であり、かつ、全体としても連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであ

ります。  

２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用の関連会社はありません。 

(2）持分法を適用しない非連結子会社（㈱キャリアメイト）は当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。  

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社の事業年度の末日は連結決算日と同一であります。 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ 有価証券 

(1）売買目的有価証券 

 時価法（売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。 

(2）満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法）を採用しております。 

(3）子会社株式 

 移動平均法による原価法を採用しております。 

(4）その他有価証券 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用しております。 

ロ デリバティブ 

 時価法を採用しております。 

ハ たな卸資産 

(1）商品、販売用不動産、仕掛不動産 

 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採

用しております。 

(2）製品、仕掛品、原材料 

 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。 

（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）



(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

 定率法を採用しております。（賃貸用資産については、定額法を採用しております。） 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）は定額法によっておりま

す。  

 なお、主要な耐用年数は次のとおりであります。 

 建物及び構築物   6～36年 

 機械装置及び運搬具 6～17年  

ロ 無形固定資産 

 ソフトウェア 

 ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

イ 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

ロ 金属鉱業等鉱害防止引当金 

 当社は、金属鉱業等鉱害対策特別措置法第７条第１項に規定する特定施設の使用の終了後における

鉱害防止に要する費用の支出に備えるため、必要見積額を計上しております。 

(4）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な現金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

(5）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

イ 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。資産に係る控除対象外消費税等が発生した場

合は、当該連結会計年度の費用として処理しております。 

（減価償却方法の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形

固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 これによる当連結会計年度のセグメント利益又は損失（△）に与える影響は軽微であります。  

  

（取引形態の変更） 

 前連結会計年度より、貴金属事業における一部の取引先に対する売上取引について、取引形態の変更をしたことか

ら、従来の売上原価相当額を貸付商品に計上し、従来の売上総利益相当額を契約期間に応じて売上計上しておりま

す。 

 なお、前連結会計年度には、変更前の取引形態による売上高が3,762,166千円が含まれております。  

（会計方針の変更）

（追加情報）



※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。 

  

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次のとおりであります。 

 担保付債務は、次のとおりであります。 

上記のうち（ ）は内書きで鉱業・工場財団抵当並びに当該債務を示しております。 

  

（連結貸借対照表関係）

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

投資有価証券（株式） 千円 100,000 千円 100,000

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日）  
当連結会計年度 

（平成25年３月31日）  

有価証券 千円 4,000 千円 （－） 千円 － 千円 （－）

建物及び構築物  104,791  （－）  90,946  （－）

土地  497,010  (0)  497,010  (0)

計  605,802  (0)  587,956  (0)

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

１年内返済予定の長期借入金 千円 182,768 千円 (638) 千円 148,255 千円 (575)

長期借入金  472,209  (575)  808,020  (0)

計  654,977  (1,213)  956,275  (575)



※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれており

ます。  

  

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費の総額 

  

※４ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

  

※５ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

  

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

千円 37,601 千円 45,240

  
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

給料 千円 559,686 千円 524,532

地代家賃  140,909  140,484

支払手数料及び支払報酬  124,241  119,577

前連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

千円 21,810 千円 86,563

  
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

機械装置及び運搬具 千円 13 千円 156

  
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

建物及び構築物 千円 285 千円 －

機械装置及び運搬具  5,262  －

その他  106  －

計  5,654  －



※６ 減損損失 

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）  

 当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

 当社グループは、事業資産については事業区分に基づき、工場別・支店別等によりグルーピングしております。

 賃貸資産については、収益性の低下により固定資産簿価の全額を回収することが困難となった個別資産につい

て、不動産鑑定士の鑑定評価額を基に測定する正味売却可能価額により評価し、帳簿価額がこれを上回る金額を減

損損失（143,229千円）として特別損失に計上いたしました。 

 広告塔については、収益性の低下により固定資産簿価の全額を回収することが困難となったため、不動産鑑定士

の鑑定評価額を基に測定する正味売却可能価額により評価し、帳簿価額がこれを上回る金額を減損損失（35,637千

円）として特別損失に計上いたしました。 

 店舗については、営業活動から生じるキャッシュ・フローが継続してマイナスである店舗に係る資産の帳簿価額

を回収可能価額まで減少し、減損損失（5,204千円）として特別損失に計上いたしました。 

 倉庫については、個別資産別に減損認識を行っており、不動産鑑定士の鑑定評価額を基に測定する正味売却可能

価額により評価し、帳簿価額がこれを上回る金額を減損損失（96,435千円）として特別損失に計上いたしました 

 遊休資産については、個別資産別に減損認識を行っており、売却の可能性の極めて低いものについて、回収可能

価額を備忘価格まで減損し、当該減少額を減損損失（26,902千円）として特別損失に計上いたしました。  

 なお、回収可能価額は、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローがマイナスであるため、割引計

算を行っておりません。 

  

用途 場所 種類 金額（千円） 

賃貸資産  東京都品川区 
建物及び構築物 

土地  

 

 

140,229

3,000

広告塔  東京都品川区  建物及び構築物  35,637

店舗  東京都台東区  
建物及び構築物 

その他  

 

 

1,562

3,642

倉庫 福岡県福岡市  
建物及び構築物 

土地  

 

 

23,435

73,000

遊休資産  静岡県伊豆市 建物及び構築物  26,902



当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）  

 当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

 当社グループは、事業資産については事業区分に基づき、工場別・支店別等によりグルーピングしております。

 賃貸資産については、収益性の低下により固定資産簿価の全額を回収することが困難となった個別資産につい

て、不動産鑑定士の鑑定評価額を基に測定する正味売却可能価額により評価し、帳簿価額がこれを上回る金額を減

損損失（47,183千円）として特別損失に計上いたしました。 

 店舗については、営業活動から生じるキャッシュ・フローが継続してマイナスである店舗に係る資産の帳簿価額

を回収可能価額まで減少し、減損損失（10,256千円）として特別損失に計上いたしました。 

 倉庫については、個別資産別に減損認識を行っており、不動産鑑定士の鑑定評価額を基に測定する正味売却可能

価額により評価し、帳簿価額がこれを上回る金額を減損損失（18,358千円）として特別損失に計上いたしました。

 事業用資産については、営業活動から生じるキャッシュ・フローが継続してマイナスである店舗に係る資産の帳

簿価額を回収可能価額まで減少し、減損損失（2,804千円）として特別損失に計上いたしました。  

 なお、回収可能価額は、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローがマイナスであるため、割引計

算を行っておりません。 

  

用途 場所 種類 金額（千円） 

賃貸資産  東京都品川区 
建物及び構築物 

土地  

 

 

10,183

37,000

店舗 東京都千代田区  建物及び構築物  4,212

東京都品川区  建物及び構築物  1,592

神奈川県横浜市  
建物及び構築物 

その他  

 

 

3,832

303

大阪府大阪市  建物及び構築物  315

倉庫 大阪府東大阪市  建物及び構築物  18,358

事業用資産 東京都千代田区 機械装置及び運搬具  508

その他  99

無形固定資産 その他  2,197



前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加507株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加350株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
当連結会計年度期
首株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  289,747,982  －  －  289,747,982

合計  289,747,982  －  －  289,747,982

自己株式         

普通株式（注）  87,651  507  －  88,158

合計  87,651  507  －  88,158

  
当連結会計年度期
首株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  289,747,982  －  －  289,747,982

合計  289,747,982  －  －  289,747,982

自己株式         

普通株式（注）  88,158  350  －  88,508

合計  88,158  350  －  88,508

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
  
  

前連結会計年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日） 

現金及び預金勘定 2,421,444千円 3,456,377千円 

現金及び現金同等物 2,421,444  3,456,377  



１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社グループは、製品の種類・サービス別のセグメントから構成されており、「貴金属事業」、「宝飾事

業」、「不動産事業」、「機械事業」、「投資事業」の５つを報告セグメントとしております。 

 当連結会計年度から、「貴金属事業」に含まれていた「宝飾事業」について質的な重要性が増したため報

告セグメントとして記載する方法に変更しております。 

 なお、前連結会計年度のセグメント情報は、当連結会計年度の報告セグメントの区分に基づき作成したも

のを開示しております。  

 「貴金属事業」は、貴金属・美術品・宝飾品の販売、金・銀・白金・パラジウム地金の生産販売、含金銀

非鉄金属の仕入販売等を行っております。「宝飾事業」は、ダイヤモンド・宝飾品等の仕入販売を行ってお

ります。「不動産事業」は、分譲・賃貸マンションの販売、不動産の売買、仲介、賃貸及び保守管理並びに

企画開発等を行っております。「機械事業」は、中古工作機械・鈑金機械等の仕入販売を行っております。

「投資事業」は、有価証券の保有、売買、運用その他の投資を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であります。報告セグメントの損益は、営業損益ベースの数値であります。 

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。  

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日）  

（単位：千円）

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報

  

報告セグメント  

合計  
調整額  

（注１） 

連結  

財務諸表

計上額  

（注２） 
貴金属事業 宝飾事業 不動産事業 機械事業 投資事業

売上高                 

(1）外部顧客へ

の売上高 
 22,544,143  1,113,248  173,621 1,755,303  489,527  26,075,845  － 26,075,845

(2）セグメント

間の内部売

上高又は振

替高 

 －  －  16,067 －  －  16,067  △16,067 －

計  22,544,143  1,113,248  189,688 1,755,303  489,527  26,091,912  △16,067 26,075,845

セグメント利益

又はセグメント

損失（△） 

 193,423  △62,924  △52,278 256  465,776  544,254  △332,948 211,306

セグメント資産  2,170,197  269,708  2,821,452 1,206,658  283,687  6,751,705  1,872,285 8,623,990

その他の項目     

減価償却費  72,507  22  41,484 44,809  －  158,823  4,723 163,546

減損損失  5,204  －  178,867 96,435  －  280,506  26,902 307,409

有形固定資産及

び無形固定資産

の増加額 

 132,031  －  287,029 8,249  －  427,310  2,029 429,340



当連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日）  

（単位：千円）

（注）１．調整額の内容は以下のとおりであります。 

セグメント利益                                    （単位：千円）

※全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。  

セグメント資産                                    （単位：千円）

※全社資産は、各報告セグメントに配分していない全社資産に係るものであります。 

その他の項目                                     （単位：千円）

※減価償却費、減損損失並びに有形固定資産及び無形固定資産の増加額は、各報告セグメントに配分していない

全社資産に係るものであります。 

 ２．セグメント利益又は損失は、連結財務諸表の営業損益と調整を行っております。   

  

報告セグメント  

合計  
調整額  

（注１） 

連結  

財務諸表

計上額  

（注２） 
貴金属事業 宝飾事業 不動産事業 機械事業 投資投資

売上高                 

(1）外部顧客へ

の売上高 
 14,234,920  1,147,285  357,922 1,539,982  2,276,108  19,556,218  － 19,556,218

(2）セグメント

間の内部売

上高又は振

替高 

 －  －  16,067 －  －  16,067  △16,067 －

計  14,234,920  1,147,285  373,989 1,539,982  2,276,108  19,572,285  △16,067 19,556,218

セグメント利益

又はセグメント

損失（△） 

 △196,937  △92,586  △34,578 △49,993  2,252,455  1,878,358  △375,978 1,502,380

セグメント資産  1,706,779  324,888  2,660,509 1,189,683  215,881  6,097,743  3,046,980 9,144,723

その他の項目     

減価償却費  70,813  128  6,529 32,111  －  109,583  45,209 154,793

減損損失  10,256  －  47,183 21,162  －  78,602  － 78,602

有形固定資産及

び無形固定資産

の増加額 

 1,492  476  30,283 115,437  －  147,689  55,984 203,673

  前連結会計年度 当連結会計年度 

全社費用※    △332,948   △375,978

合計   △332,948   △375,978

  前連結会計年度 当連結会計年度 

全社資産※    1,872,285   3,046,980

合計   1,872,285   3,046,980

  前連結会計年度 当連結会計年度 

減価償却費※   4,723   45,209

減損損失※   26,902   －

有形固定資産及び無形固定資産の

増加額※ 
  2,029   55,984



前連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。  

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。 

  

(2）有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。  

  

３．主要な顧客ごとの情報 

 （単位：千円）

  

当連結会計年度（自平成24年４月１日  至平成25年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。  

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。 

  

(2）有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。  

  

３．主要な顧客ごとの情報 

 （単位：千円）

  

ｂ．関連情報

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント 

 田中貴金属工業株式会社   7,535,701  貴金属事業 

 住商マテリアル株式会社   4,122,293  貴金属事業 

 三菱商事株式会社   3,401,941  貴金属事業 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント 

 田中貴金属工業株式会社   4,434,671  貴金属事業 

 住商マテリアル株式会社   3,884,557  貴金属事業 

 三菱商事株式会社   3,054,524  貴金属事業 



減損損失はセグメント情報の中で同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。 

前連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日） 

該当事項はありません。 

   

当連結会計年度（自平成24年４月１日  至平成25年３月31日） 

該当事項はありません。 

   

前連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日） 

該当事項はありません。 

   

当連結会計年度（自平成24年４月１日  至平成25年３月31日） 

該当事項はありません。 

   

 （注）１．当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。なお、前連結会計年度の潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

該当事項はありません。 

連結包括利益計算書、リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、有価証券、デリバティブ取引、退職給

付、ストックオプション等、企業結合等、金融商品、資産除去債務、賃貸等不動産に関する注記事項について

は、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。  

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

（１株当たり情報）

  
  
  

前連結会計年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 26.09 円 26.92

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり

当期純損失金額（△） 
円 △1.46 円 0.83

  
前連結会計年度 

(自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日) 

当期純利益又は当期純損失（△）（千円）  △423,506  241,607

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）（千円）  △423,506  241,607

期中平均株式数（千株）  289,659  289,659

（重要な後発事象）

（開示の省略）



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,930,988 3,127,088

売掛金 47,630 16,072

有価証券 4,000 －

商品及び製品 321,939 138,922

仕掛品 140,801 141,608

原材料及び貯蔵品 24,852 38,915

販売用不動産 480,244 297,611

仕掛不動産 275,524 369,285

貸付商品 872,210 679,348

前渡金 2,000 2,000

前払費用 18,034 17,295

関係会社短期貸付金 64,000 76,000

預け金 279,687 200,300

デリバティブ債権 － 15,581

その他 39,231 25,495

流動資産合計 4,501,145 5,145,525

固定資産   

有形固定資産   

建物 792,120 791,909

減価償却累計額 △136,385 △182,065

建物（純額） 655,734 609,844

構築物 53,629 53,629

減価償却累計額 △2,576 △8,958

構築物（純額） 51,053 44,671

機械及び装置 475,840 491,747

減価償却累計額 △259,171 △301,036

機械及び装置（純額） 216,669 190,710

車両運搬具 5,850 6,073

減価償却累計額 △4,820 △4,691

車両運搬具（純額） 1,030 1,382

工具、器具及び備品 104,485 113,698

減価償却累計額 △62,562 △83,704

工具、器具及び備品（純額） 41,923 29,993

土地 1,032,305 995,305

建設仮勘定 － 18,952

有形固定資産合計 1,998,716 1,890,860

無形固定資産   

施設利用権 1,600 1,600

地上権 365,000 365,000

ソフトウエア 1,027 111

その他 803 －

無形固定資産合計 368,430 366,711



（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 1,946 1,946

関係会社株式 100,000 100,000

出資金 1,000 1,000

関係会社長期貸付金 1,377,000 1,259,000

長期未収入金 487,019 487,019

金属鉱業等鉱害防止積立金 7,033 7,033

敷金及び保証金 146,710 145,544

その他 4,480 4,490

貸倒引当金 △584,132 △623,354

投資その他の資産合計 1,541,057 1,382,678

固定資産合計 3,908,204 3,640,250

資産合計 8,409,350 8,785,776

負債の部   

流動負債   

買掛金 3,069 3,228

関係会社短期借入金 55,000 －

1年内返済予定の長期借入金 146,758 104,575

未払金 12,626 28,028

未払費用 7,456 7,582

未払法人税等 29,888 43,038

前受金 9,379 13,064

預り金 10,661 12,024

デリバティブ債務 － 3,532

流動負債合計 274,840 215,074

固定負債   

長期借入金 323,695 512,200

長期未払金 39,228 9,000

預り敷金保証金 35,044 48,233

金属鉱業等鉱害防止引当金 7,033 7,033

繰延税金負債 － 19,200

資産除去債務 173,409 177,339

固定負債合計 578,410 773,006

負債合計 853,251 988,080



（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 12,782,064 12,782,064

利益剰余金   

その他利益剰余金   

圧縮積立金 － 19,038

特別償却積立金 － 12,276

繰越利益剰余金 △5,195,035 △4,984,742

利益剰余金合計 △5,195,035 △4,953,428

自己株式 △30,930 △30,941

株主資本合計 7,556,098 7,797,695

純資産合計 7,556,098 7,797,695

負債純資産合計 8,409,350 8,785,776



（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高   

製品売上高 10,949,160 8,597,833

商品売上高 12,660,532 6,761,211

不動産販売収益 100,124 267,203

投資事業収益 170,479 1,094,849

その他 124,306 122,884

売上高合計 24,004,603 16,843,982

売上原価   

製品売上原価   

製品期首たな卸高 120,292 70,277

当期製品製造原価 10,727,818 8,569,539

製品他勘定振替高 102,626 －

製品期末たな卸高 70,277 28,944

製品売上原価 10,675,207 8,610,873

商品売上原価   

商品期首たな卸高 279,723 251,661

当期商品仕入高 15,275,486 7,388,045

商品他勘定振替高 3,056,738 1,049,819

商品期末たな卸高 251,661 109,978

商品売上原価 12,246,809 6,479,909

不動産販売原価 92,646 242,641

その他 72,487 73,269

売上原価合計 23,087,150 15,406,693

売上総利益 917,452 1,437,288

販売費及び一般管理費   

運賃諸掛 13,078 12,812

広告宣伝費 21,851 19,886

役員報酬 70,313 57,177

給料 408,480 374,923

地代家賃 125,681 123,333

旅費及び通信費 48,264 52,119

租税公課 35,721 41,766

試験研究費 9,997 69,913

支払手数料及び報酬 138,191 135,750

減価償却費 25,443 28,601

その他の経費 121,536 144,408

販売費及び一般管理費合計 1,018,562 1,060,694

営業利益又は営業損失（△） △101,110 376,594



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

営業外収益   

受取利息 24,723 20,226

国庫補助金収入 10,066 71,033

その他 3,741 9,390

営業外収益合計 38,530 100,650

営業外費用   

支払利息 9,024 10,717

休山管理費 67,467 82,938

その他 1,840 514

営業外費用合計 78,332 94,171

経常利益又は経常損失（△） △140,911 383,073

特別利益   

債務保証損失引当金戻入額 15,896 －

特別利益合計 15,896 －

特別損失   

固定資産除却損 5,262 －

貸倒引当金繰入額 68,755 39,222

減損損失 210,974 57,439

特別損失合計 284,991 96,662

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △410,007 286,410

法人税、住民税及び事業税 13,499 25,602

法人税等調整額 － 19,200

法人税等合計 13,499 44,803

当期純利益又は当期純損失（△） △423,506 241,607



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 12,782,064 12,782,064

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,782,064 12,782,064

利益剰余金   

その他利益剰余金   

圧縮積立金   

当期首残高 － －

当期変動額   

圧縮積立金の積立 － 19,038

当期変動額合計 － 19,038

当期末残高 － 19,038

特別償却積立金   

当期首残高 － －

当期変動額   

特別償却積立金の積立 － 12,276

当期変動額合計 － 12,276

当期末残高 － 12,276

繰越利益剰余金   

当期首残高 △4,771,529 △5,195,035

当期変動額   

圧縮積立金の積立 － △19,038

特別償却積立金の積立 － △12,276

当期純利益又は当期純損失（△） △423,506 241,607

当期変動額合計 △423,506 210,293

当期末残高 △5,195,035 △4,984,742

利益剰余金合計   

当期首残高 △4,771,529 △5,195,035

当期変動額   

圧縮積立金の積立 － －

特別償却積立金の積立 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △423,506 241,607

当期変動額合計 △423,506 241,607

当期末残高 △5,195,035 △4,953,428

自己株式   

当期首残高 △30,916 △30,930

当期変動額   

自己株式の取得 △14 △10

当期変動額合計 △14 △10

当期末残高 △30,930 △30,941



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本合計   

当期首残高 7,979,619 7,556,098

当期変動額   

圧縮積立金の積立 － －

特別償却積立金の積立 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △423,506 241,607

自己株式の取得 △14 △10

当期変動額合計 △423,520 241,596

当期末残高 7,556,098 7,797,695

純資産合計   

当期首残高 7,979,619 7,556,098

当期変動額   

圧縮積立金の積立 － －

特別償却積立金の積立 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △423,506 241,607

自己株式の取得 △14 △10

当期変動額合計 △423,520 241,596

当期末残高 7,556,098 7,797,695



 該当事項はありません。  

  

(1）役員の異動 

① 代表取締役の異動 

   新任代表取締役社長 葛山 稔（現 常務取締役） 

   退任代表取締役社長 安藤 道明（現 代表取締役社長） 

  

② その他の役員の異動 

 ・新任取締役候補 

    取締役 三上 真名美（現 企画室室長） 

    取締役 田中 義朗（現 宝飾部部長） 

    取締役 小原 淳史（現 総務部部長）  

  

 ・退任予定取締役 

    常務取締役 小川 幸重 

  

③ 就任予定日 

   平成25年６月27日 

  

(2）その他 

該当事項はありません。 

  

（４）個別財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

６．その他
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